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ベ ンチ ャー企業 の創成 に関す る支援政策
(主査)
教 授 大 滝 精 一 教 授 西 澤 昭 夫
論 文 内 容 要 旨
成長性豊かなベ ンチャー企業が経済全体 の活性化に及ぼす役割は、古 くは70年 代か ら、洋の東西
を問わず、学会、経済界、政策当局者 により高 く評価 されて きた。実際、高成長 ベ ンチャー企業は
雇用 を創出 し、 また、競争を促進 することにより経済全体の再構築を推進す ることが、い くつかの
事例研究により確認 されている。
通常、 ベ ンチ ャー企業 はその組織が小 さく柔軟性 を もった経営が可能であることや、市場条件の
変化 に迅速 に対応 しそのメ リッ トをいち早 く享受で きることなどにおいて、大企業に対 して比較優
位を もっ。そ して これ らのことが、高収益 ・高成長 を後押 ししていると言え よう。
我が国の経済の現状に目を転 じると、閉塞感がただよい、確固たる浮揚の芽が いまだ見いだせな
いでいる。その一 つの要因 として、企業セクターの活力喪失 が挙げ られ、 日本固有の規制、株式持
ち合 い、終身雇用などの システムを背景 とした、大企業 の構造転換の遅れが指摘 される。 しか し、
見逃 してならないのは、その大企業の停滞を補い、経済全体の再構築を進 める活力に満ちたベンチャー
企業の輩 出が、米国 と異 なり、見 られない ことである。
このよ うな現状を踏まえて、本論文で は、いかにすればベ ンチャー企業の創成が活発 になるのか、
そのための支援政策 はいかにあるべ きかにっ いて述べ ることに した。
まず、序においてベンチャー企業の定義 についての考察を行 い、本論文 の全体構成 について概観
した後、五部 に分 けて論 じている。なお、最後 に補論 として、効果的なベ ンチ ャー企業支援政策 を
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実施す るために有効であると思われるひとつの政策評価 モデルも提示 している。
第一部 の 「日本 のベ ンチ ャー企業創成に向 けて」で は、 日本 におけるベ ンチ ャー企業創成のため
の問題点 と、米国におけるベンチ ャー企業創成の活力 にっいて述べ、 日米の条件 の違 いを考慮 しっ
っ、 日本 のベ ンチ ャー企業創成のためにさしあたり改善すべ き課題を提示 している。
日本 において創業を活発化 させ るためには、米国の仕組み、実態で導入可能 なものは積極的に導
入 し、 また、第四部で述べている日本版SBIRの よ うに既に形のあるものにっいては、米国で成功
しているような運用 ・制度改良をす ることが重要である。構造的な問題があって直ちに実行で きな
いことはさておき、①大学特許事務所 の設置の一層の推進、② シー ド段階に特化 したベ ンチ ャーキ ャ
ピタルの創設、③創業支援税制の整備(「 中小企業国会」 とも呼ばれている今年の秋の臨時国会で、
現在のエンジェル税制 よりもさらに拡充が図 られよ うとしている投資促進税制 も重要だが、創業期
の赤字を個人所得 と合算できる起業家向 け税制が特 に緊急を要す る。商法 との関係はあるが、課税
上 の扱 いとして米国のLLC、SCorporation類 似の制度を導入す ることは検討 に値す る。)を 提示
している。
第二部 の 「ベ ンチャー企業支援政策に関す る一考察」では、第一部で紹介 したような問題への政
策的対応 の基本姿勢はいかにあるべ きか、 ベンチャー企業支援 と環境整備の方向性 はいかにあるべ
きかにっいて述べている。
米国では百万人にのぼるエンジェル(個 人投資家)が いて年間二兆 円の投資を してお り、米国の
ベ ンチ ャーキ ャピタルのおよそ5倍 の規模 に達 している。 日本 において も、民間資金の投入を円滑
化す るシステムの整備 さえ誤 らなければ、同 じような現象の出現は可能であろうと考え られ る。
日本は千二百兆円近い個人金融資産がある貯蓄超過国であり、積み上が った金融資産 をベ ンチャー
育成のたあに有効活用するという観点が不可欠である。 日本の店頭市場の投資家別構成比 をみると、
売付 け ・買付 けどち らにおいて も個人 の割合が6割 前後 を占めており、 このことは、 日本 において
も、すべての個人が リスクを回避 しよ うとしているわけで はな く、環境 さえ整備 されれば、「日本
版 エンジェル」が育っ可能性があることを示唆 している。
このように、ベ ンチ ャー企業への支援は、ベ ンチ ャー企業の投資対象 としての魅力を増す方向で
環境を整備することが重要である。そのうえで、なおかっ民間ではマーケ ッ トが形成 されに くい創
業期企業に対 して、国だ けでな く県、あるいは県域を越えた地域 としての多様な支援策 を用意す る
ことが必要であろう。
第三部 の 「ベ ンチャー財団の現状 と課題」では、第一部及 び第二部で述べ られたベ ンチ ャー企業
の実態 とベ ンチャー企業支援政策 の方向性 を踏 まえっつ、各都道府県でベ ンチ ャー企業支援 の中心
となって活動 しているベ ンチャー財団の現状 と課題 にっいてふれ、ベ ンチ ャー財団の評価 と 「総合
的な支援 システム」の必要性にっいて述べ、また、県域を越 えた多様な産学官連携 によるベンチャー
企業支援を提唱 している。
第四部の 「米国のSBIR制 度 と日本版SBIR創 設の意義」では、第一部か ら第三部にか けて述べ
たベ ンチャー企業支援政策 の現状や課題等を踏 まえっっ、米国でベンチ ャー企業の育成 に対 して大
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きな成果 をあげているSBIR制 度を紹介 し、併せて誕生 したばか りの政策である日本版SBIR創 設
の意義にっいて述べている。
日本版SBIRの 創設 により、ベ ンチャー企業の研究開発活動 の活発化 や、新技術開発 ・新製 品開
発に積極的に取 り組む中小企業 の育成が図 られ、21世 紀 に向けて成長 に窮 りがみえっっ あるわが国
の経済の活性化に もイ ンパ ク トを与 えることが期待 されている。
しか し、 日本版SBIRの 創設 は、別の面でより大 きなイ ンパ ク トを及 ぼすのではないだろ うか。
日本版SBIRは 、従来の施策 とは異 なり、中小企業庁 を中心に各省庁 ・機関が連携 した省庁横断型
のプ ログラムである。 それは、省庁間の縦割 りの壁が取 り払われ、かっ応募条件が研究企画提案の
コンペによって採択 され るという競争的なメカニズムの下で実施 される。 しか も採択のプロセス ・
結果が公開され、評価結果 のフィー ドバ ックがな されるとい うきわめて透明性 ・公平性 を重視 した
方式で行 われる。 そ して、 中小企業庁が情報発信の窓口となる 「ワンス トップ型」 の情報発信が志
向され るのである。
これは、従来の行政のや り方を大 きく変えていくことを意味する。すなわ ち日本の行政 システム
を、 きわめてオープ ンかっ戦略的な ものへと根本的に変えていき、行政 と企業 との関係 も、競争 メ
カニズムを取 り入 れた新 しい ものに変わ ってい くことを意味す るのではないだろうか。
戦後およそ50年 間 にわた って 日本経済の発展を支えて きた社会 ・経済 システムに制度疲労が生 じ
ているといわれているが、 日本版SBIRは 、 この制度疲労を克服す る第一歩 となり、21世 紀に向け
て日本を変えてい く起爆剤 となる可能性を秘めている。
なお、 日本版SBIRに っいては、誕生 したばか りの政策であり、今後大 きな政策 として発展 して
い くことが期待 されるものである。 この政策 は、前向 きに育ててい く政策 としたい。
第五部 の 「効果 的なベ ンチ ャー企業支援政策を実施す るために」では、第一部か ら第四部にかけ
て述べてきた内容 を踏まえ、各部で述べた内容の相互関連等 と、今後育てていくべ き政策 としての
日本版SBIRに っいてふれ、高めなければな らない起業家への社会的評価 について述べてい る。
起業家活動を活発 にす る方法 には 「サポー トプッシュ」 と 「イ ンセ ンティブプル」の二っがある。
サポー トプ ッシュは文字通 り起業家を支援 しそれを育成 し、起業家活動を促進 させよ うとす るもの
である。 イ ンセ ンテ ィブプルは起業家 として成功すれば社会的な名誉 と膨大 な富 を手中にで きると
いった誘因を提供 し、起業家やそれを目指す人たちを動機付 けする ものである。
起業家活動促進 には、サポー トプ ッシュよりもインセ ンティブプルの方が明 らかに効果的である
ことが判明 してお り、 この ことは日本で も、政府がその役割を適切に果た しさえすれば極めて効果
的に起業家活動を活発にす ることがで きる可能性を示唆 している。
た とえば、 イ ンセ ンテ ィブに直結する税制の改正であ る。現行の26%と い うキャピタルゲイ ン課
税 は余 りに重過 ぎ、半分以下 に軽減す る必要がある。
加 えて投資による損失 と他 の損失 との合算や損失 の繰越を認め ることなどにより投資家 ・起業家
の意欲を喚起 しない限 り、 日本に見切 りをっ け欧米 で起業する若者が後を絶たないだろう・
間接的イ ンセンティブとしては使い勝手の良 い証券市場の創設や、魅力ある投資対象 とな り得 る
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再生可能な倒産企業 に道を開 く、民事再生法案の施行 も一刻を争 う課題であ る。
こうした緊急対策 と同時に政府 は起業家 の 「広報担当」 となり、ベ ンチ ャー企業 の経済全体への
貢献を機会 ある毎に啓蒙 し、チ ャレンジやベ ンチ ャー企業の成功を積極的に表彰 するなど起業家へ
の社会的評価を高めるたあの長期的政策を開始すべきであ る。
兵庫県など一部 自治体が表彰制度を設けているが、効果の大 きい公的機関による 「お墨付 き」 を
利用 し、起業家 というキャ リアに魅力を感 じる予備軍 を増やす ことも重要 だ。
米国の シリコンバ レーに起業家精神が根付 くまで に、半世紀近 くの産学官 の地道な努力があった
ことを忘れてはな らない。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文 は、国や地方 自治体 によるベ ンチ ャー企業の創成 に関する支援政策の実態 と今後のあ り方
について考察 した ものである。全体 は5部 か ら構成 されている。
第1部 の 「日本のベ ンチャー企業創成 に向 けて」で は、わが国におけるベ ンチャー企業創成 のた
めの問題点 と米国におけるベ ンチ ャー企業創成 の実態にっいて述べ、 日米 の条件の違 いを考慮 しっ
つ、 わが国において改善すべき当面の課題を提示 している。第2部 の 「ベ ンチ ャー企業支援 に関す
る一考察」では、第1部 で指摘 した問題への政策的対処 の基本的姿勢や、環:境整備 の方向性 にっい
て論 じている。
第3部 の 「ベ ンチャー財団の現状 と課題」では、前述の議論を踏まえて、各都道府県でベンチ ャー
企業支援 の中心 とな って活動 しているベ ンヂャー財団の現状 と課題 を分析 し、総合的な支援 システ
ムと、 県域を超 え た産学官連携 によ るベ ンチ ャー企業支援 を提唱 して いる。 第4部 の 「米国 の
SBIR制 度 と日本版SBIR創 設の意義」 では、米国でベンチャー企業支援 に大 きな成果をあげてい
るといわれるSBIR制 度を紹介 し、新たに創設 された 日本版SBIR制 度の意義 と問題点 にっ いて詳
細 に述べている。第5部 の 「効果的なベ ンチ ャー企業支援政策を実施す るために」では、 これまで
の議論 を総括 し、各部の内容 の相互関係を明 らかにす るとともに、 日本版SBIR制 度 を中心 に、今
後 のわが国におけるベ ンチ ャー企業創成 の支援政策のあり方について考察 している。
全体 として、 日米 におけるベンチ ャー企業 の実態 に関 して、資料収集や調査に基づいた きめ細か
い紹介 と分析がなされている。特 に、米国のベ ンチャー企業創成やSBIR制 度、 またわが国のベ ン
チ ャー財団 などに関 しては、行 きとどいた紹介 と分析が行われており、そ こか ら示唆される点 も多
い。 また、著者 自身の実務的 な経験 も踏 まえて、都道府県 べ一スでのベ ンチャー支援の限界を指摘
し、よ り総合的かっ広域的な支援政策を提唱 している点 も、一定の説得力を持 っている。他方で、
この論文が考察の対象 としているベ ンチャー企業の性格が必ず しも明確 にされていないために、支
援政策が、一方で直接金融を重視 したものになっているかと思 うと、他方で間接金融の重要性 を指
摘す るなど、必ず しも論理的に首尾一貫 していない点 も散見され る。但 し、 これ は本論文が対象 と
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して取 り上 げたわが国ベ ンチ ャー企業論のある種の限界を反映 した ものと言えな くはない。
しか し、全体 と しては、 日米のベ ンチ ャー企業創成支援政策 に関 して、 これまでよ り一歩踏み込
んだ分析が随所 になされてお り、政策面での貢献 も認 め られ る。よって、博士論文 として合格 と判
定される。
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